
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 埼玉県三郷市令和5年度
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市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

R01  Ⅲ－３ R02  Ⅲ－３ R03  Ⅲ－３

R04  Ⅲ－３ R05  Ⅲ－３

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和5年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※「定員管理の状況」の「人口1,000人当たり職員数」の算出に用いる職員数及び「給与水準（国との比較）｣の｢ラスパイレス指数｣については、各調査対象年度の

地方公務員給与実態調査に基づいている。

財政力

財政力指数 [0.91]
類似団体内順位

11/62
全国平均

0.48
埼玉県平均

0.73

財政力指数の分析欄

令和5年度決算では、前年度から0.01ポイント低くなっている。

主な要因は、社会福祉費、高齢者保健福祉費などの増額により基準財政

需要額が増加しているためである。

今後は、歳出の徹底的な見直しのほか、地方税の徴収強化対策などを図

り、自主一般財源の確保に繋げて、財政基盤の強化に努める。

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0.47

1.27

0.74
0.750.770.790.79

R05R04R03R02R01

0.91
0.920.940.960.96

財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.7%]
類似団体内順位

51/62
全国平均

93.1
埼玉県平均

94.4

経常収支比率の分析欄

令和5年度決算では、前年度から4.0ポイント高くなっている。

主な要因は、人件費、扶助費及び公債費等の経常経費が増額となったた

めである。今後は、事務事業の優先度を厳しく点検し、事業の見直しを進め

るなどして経常経費の削減に努める。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [118,720円]
類似団体内順位
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全国平均
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

令和5年度決算では、前年度決算額と比較して増額となっている。

主な要因は、人件費では、職員数の増加や人事院勧告に伴う給与等の増

額によるものである。また、物件費については、物価高騰による小中学校

学校給食の賄材料費の増額によるものである。今後は、三郷市定員適正

化計画に則った職員数の適正化や各種補助金等を有効に活用し、経費削

減に努める。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.9]
類似団体内順位
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ラスパイレス指数の分析欄

令和元年度からのラスパイレス指数の推移について、いずれの年度も１００

を下回っている。

職員の給与については、民間準拠を基本とする人事院勧告に基づいて、

水準の適正化を図ることとしており、今後も、人事院勧告に準拠することを

基本に社会経済情勢の変化や他の地方公共団体の動向等を考慮しつつ、

引き続き適正な給与水準を維持できるよう努めていく。
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [6.28人]
類似団体内順位

33/62
全国平均
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埼玉県平均
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人口1,000人当たり職員数の分析欄

令和６年４月１日時点の職員数（普通会計）は、「三郷市定員適正化計画」

の計画定数９０９人に対し、８９９人と計画定数の範囲内となっており、全国、

県平均を下回り、類似団体平均と同水準となっている。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [7.8%]
類似団体内順位
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実質公債費比率の分析欄

令和5年度決算では、前年度から0.3ポイント増加している。

主な要因は、近年の普通建設事業費の増額に伴い、地方債の元利償還金

が増加しているためである。

今後は、起債依存の事業実施の見直しや、公共施設の適正管理を視野に

数値の抑制に努める。
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将来負担の状況

将来負担比率 [43.6%]
類似団体内順位
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将来負担比率の分析欄

令和5年度決算では、前年度から0.9ポイント増加している。

主な要因は、財政調整基金年度末残高の減少により充当可能基金が減少

したことや、基準財政需要額参入見込額が減少したためである。

今後は、普通建設事業費の増加による地方債残高の増額も見込まれるこ

とから、新規事業だけではなく既存事業についても事業実施の適正化を図

り、財政の健全化に努める。
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